
日系企業が抑えるべきポイント

＜お問合せ＞ 日本経営ウィル税理士法人 インド駐在 古東 翔二朗 Mail: shojiro.koto@nkgr.co.jp

本資料にて記載している情報は、2020年5月14日時点での情報となります。貴殿の実行及び意思決定等につきまして、弊社は情報提供の
範囲を超えるものではないことをあらかじめご了承ください。

インドアップデート

2020年5月13日発表：

新型コロナウイルスに関する
会計税務アップデート要点整理資料

税務申告/監査期限の延長

2020年5月12日にモディ首相の演説が行われ、インドとしてどのように新型コロナウイルスと
立ち向かっていくかが国民に伝えられました。その中で発表された大きなトピックとしては、
【1:ロックダウン4.0】【2:20兆ルピー規模の経済対策】の2点があり、【1:ロックダウン4.0】
に関しては、今までのロックダウンとは別の形になるが詳細は5月18日までに発表するとの事でし
た。今回は5月13日にインドの財務大臣Nirmala Sitharaman氏より発表された【2:20兆ルピー規
模の経済対策】に関して日系企業に影響がある点を中心に要点を整理致しました。参考にして頂
ければ幸いです。ご不明点等御座いましたらお気軽にお問い合わせ下さい。

税目/監査 従来期限 変更後期限

個人所得税確定申告
FY2019-2020

2020年7月31日 2020年11月30日

法人税申告
FY2019-2020

2020年10月31日 2020年11月30日

税務監査
FY2019-2020

2020年9月30日 2020年10月31日

ロックダウンが続き、更なる延長が見込まれる中で、FY2019-2020の年度に関する年次申告に関
する期限の延長発表がありました。

ロックダウン開始直後の3月24日に月次GST申告の変更や月次GST,TDSに関する遅延利息の緩和は
発表されていましたが、FY2019-2020の年次申告に関する緩和は今回が初となります。3月下旬よ
りロックダウンとなり、まだFY2019-2020の年度を締めれていない会社も多くある中で、必要な対
応であったと考えます。

※3月24日発表の月次申告等延長に関する内容は下記参照下さい。（本資料５P目にも記載しています。）
「インド ロックダウンに伴う会計税務ルールの変更点」 https://nkgr.co.jp/useful/enterprise-finance-19401/
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インドの法人税申告に関して、多くの日系企業は親会社等の関連会社と
国際取引が有り、移転価格税制に関する資料の提出が必要となる為、従来
のルールで既に11月30日が期限になっている会社が多いと考えます。今
回の発表ではまだ移転価格資料が必要な場合の期限等には言及されており
ませんので、基本的にはそれも含めて11月30日が期限という認識でスケ
ジュールを調整しておかれるべきであると考えます。
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TDS/TCSの25％減税
現在始まっている会計年度FY2020-2021の残りの期間に対して、TDS/TCSの25％減税が発表さ

れました。全てのTDS/TCSが対象では無く、給与等を除く下記取引が対象と発表されています。

該当取引 従来源泉税率 変更後源泉税率

Interest on Securities 10％ 7.5％

Dividend 10％ 7.5％

Interest other than interest on securities 10％ 7.5％

Payment of Contractors and sub-contractors
Individual/HUF:1％

Other:2％
Individual/HUF:0.75％

Other:1.5％

Insurance Commission 5％ 3.75％

Payments in respect of life insurance policy 5% 3.75％

Payments in respect of deposit under National 
Saving Scheme

10% 7.5%

Payments on account of re-purchase of Units
by Mutual Funds or UTI 

20% 15%

Commission, Prize, etc., on sale of lottery 
tickets

5% 3.75%

Commission or brokerage 5% 3.75%

Rent for Plant and machinery 2% 1.5%

Rent for immovable property 10% 7.5%

Payment for acquisition of immovable 
property

1% 0,75%

Payment of rent by individual or HUF 5% 3.75%

Payment for Joint Development Agreements 10% 7.5%

Fee for Professional or Technical 
Services(FTS), Royalty, etc

FTS, certain royalties, 
call centre: 2%

Other:10%

FTS, certain royalties, 
call centre: 1.5%

Other:7.5%

Payment of dividend by Mutual Funds 10% 7.5%

Payment of Compensation on acquisition of 
immovable property

10% 7.5%

Payment of income by Business trust 10% 7.5%

Payment of income by Investment fund 10% 7.5%

Income by securitization trust
Individual/HUF:

25％
Other:30％

Individual/HUF:
18.75％

Other:22.5％

Payment to commission, brokerage etc. by 
Individual and HUF

5% 3.75%

TDS on e-commerce participants
1%

(w.e.f.1.10.2020)
0.75%

TDS

本資料にて記載している情報は、2020年5月14日時点での情報となります。貴殿の実行及び意思決定等につきまして、弊社は情報提供の
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該当取引 従来源泉税率 変更後源泉税率

Sales of (a) ~ (f) below

(a) Tendu Leaves 5％ 3.75％

(b) Timber obtained under a forest lease 2.5% 1.875%

(c) Timber obtained by any other mode 2.5% 1.875%

(d) Any other forest produce not being 
timber/tendu leaves

2.5% 1.875%

(e) Scrap 1% 0.75%

(f) Minerals, being coal or lignite or iron 
ore

1% 0.75%

Grant of license, lease, etc, of (a) ~ (c) below

(a) Parking lot 2% 1.5%

(b) Toll Plaza 2% 1.5%

(c) Mining and quarrying 2% 1.5%

Sales of motor vehicle above 10 lakhs 1% 0.75%

Sales of any other goods
0.1%

(w.e.f.01.10.2020)
0.075％

TCS

※TDS税率表、及びTCS税率表に関しては、Income Tax India公式Twitter上にて掲載されたPRESS RELEASE
「Reduction in rate of Tax Deduction at Source(TDS) & Tax Collection at Source(TCS）」資料より引用しています。
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インドのアップデート情報に関して、特にインド企業とやり取りを行う
と相手側がアップデートを把握していない場合が多くあります。自社が源
泉税を差し引く場合も、差し引かれる場合も、正しい源泉税率で徴収出来
ているかを注意して確認頂く必要があると考えます。
また、もし余裕があれば、配当に関する源泉税率も減税対象となってお

りますので、親会社ともこの点も確認しておかれると良いかと思います。

本アップデートにて、上記取引の売上がある企業に関しては源泉徴収される金額が減り、実際に入
金されるお金が増えるのでその分の資金に余裕が生まれる事となります。尚、本件の適用期間は
2020年5月14日から2021年3月31日までと発表されています。

※TDS＝Tax Deduction at Source＝インドの源泉税
TCS＝Tax Collected at Source＝インドの源泉税（特定取引）
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MSMEの定義変更
MSMEとはMicro, Small & Medium Enterprisesの事で、中小零細企業の事を指します。今回の

アップデートではMSMEに関する定義の変更が行われました。また、MSMEの企業を救済する為の恩
典内容もいくつか発表され、一番大きなもので、最大Rs.3兆の担保不要融資が発表されました。

■ MSMEの定義

【従来】

分類 製造業 サービス業

Micro 投資額が Rs.2,500,000未満 投資額が Rs.1,000,000未満

Small 投資額が Rs.50,000,000未満 投資額が Rs.20,000,000未満

Medium 投資額が Rs.100,000,000未満 投資額が Rs.50,000,000未満

※投資額とは、工場や機械設備への投資額を指します。

【変更後】

分類 製造業とサービス業

Micro 投資額が Rs.10,000,000未満 ＋ 売上が Rs.50,000,000未満

Small 投資額が Rs.100,000,000未満 ＋ 売上が Rs.500,000,000未満

Medium 投資額が Rs.200,000,000未満 ＋ 売上が Rs.1,000,000,000未満
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MSMEの定義が大きく変更となりました。基本的にインド企業のみが
MSMEとして登録可能である為、日系企業には直接的な影響はありません
が、今回のアップデートの軸となる部分ですので確認頂ければと思います。
特に目玉となる救済措置は最大Rs.3兆の担保不要融資が可能といった内
容です。その他にも複数のMSME恩典が発表されましたので、ご確認下さ
い。

日系企業が抑えるべきポイント

プロビデントファンド減額期間延長

EPF（employees provident fund）の負担24％（従業員12％/会社12％）を20％（従業員10％/
会社10％）へと軽減する事の発表がありました。3月の発表では3月、4月、5月の3ヶ月間が対象で
したが、今回の発表で6月、7月、8月と更に3ヶ月間延長される事が決まりました。ただし、本対象
条件は従業員数が100名未満で、従業員の90％が月額給与Rs.15,000未満の場合となりますので、
注意が必要です。

本資料にて記載している情報は、2020年5月14日時点での情報となります。貴殿の実行及び意思決定等につきまして、弊社は情報提供の
範囲を超えるものではないことをあらかじめご了承ください。
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ロックダウンが開始された直後の3月24日に発表のあった会計税務関連のルール変更点を整理
しています。今も尚継続して必要な情報ですので、今回のアップデートと併せてご理解下さい。

内容 変更前 変更後

FY2018-2019法人税申告期限
（遅延申告,修正等可能期限）

2020年3月31日 2020年6月30日

遅延利息
3月20日-6月30日

年12％もしくは18％ 年9％

TDS 予定納税の遅延金
3月20日-6月30日

※申告期限は延長無し
-

遅延金免除
※遅延利息は年9％

AadhaarとPANの紐付け期限 2020年3月31日 2020年6月30日

内容 変更前 変更後

FY2018-2019年次申告期限
（GSTR 9 / GSTR-9C）

2020年3月31日 2020年9月30日※2

3-5月の月次申告期限
（GSTR-3B）※1

翌月20日 2020年6月30日

遅延利息
3月20日-6月30日

年18％ 年9％

内容 変更前 変更後

4月1日-9月30日の
MCA（企業省）への資料提出

- 遅延手数料免除

9月30日までの
取締役会開催期限

前回の取締役会より
120日以内

前回の取締役会より
180日以内

事業開始宣誓書 設立後6ヶ月以内に提出 設立後12ヶ月以内に提出

居住取締役要件
FY2019-2020

全ての会社は少なくても1
名の居住取締役を任命

免除

【所得税】

【GST（物品サービス税）】

【その他事項】

※1 売上が5,000万INR以下の会社は遅延金やペナルティ、遅延利息無し
売上が5,000万INR超えの会社は遅延金やペナルティ無し、年9％の遅延利息のみ対象

※2 2020年5月5日のアップデートにて、2020年6月30日より再延長

※上記情報は、財務省より出された下記資料を根拠として作成しております。
こちらに記載しきれなかった詳細事項等も御座いますので、一度確認頂ければと思います。

https://www.incometaxindiaefiling.gov.in/eFiling/Portal/StaticPDF_News/Finance_Minister_announces.pdf

【参考資料】2020年3月24日のアップデート
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日本経営ウィル税理士法人
古東 翔二朗

Mob:+91 9810496960
Mail：shojiro.koto@nkgr.co.jp

＜お問い合わせ＞
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